４　事務事業執行概要
スマートシティ戦略部は、情報通信技術の活用による府民の利便性向上や、国家戦略特別区域その他の特別区域に関する業務を行っている。

１　スマートシティ戦略総務課
部の総合企画、予算、広報、人事、調整等に関する事務を行った。
２　戦略推進室
（１）戦略企画課
府民一人一人のQOL向上をめざす大阪モデルのスマートシティの実現に向け、大阪市とともに策定している「大阪スマートシティ戦略」の推進に向けた総合調整、進捗管理等に取り組んだ。また、大阪の自治体におけるデジタル改革を進め、住民サービスの向上と行政の業務効率化を実現するため、府庁のDXと市町村のDX支援に取り組むことを目的とする、大阪DXイニシアティブを進めた。

また、「いのち輝く未来社会のデザイン」がテーマの2025年大阪・関西万博までに、超高齢社会のスマートシティモデルで世界のトップランナー「大阪スマートヘルスシティ」となることをめざした施策を推進した。
また、移動課題の解消やストレスフリーな移動の実現のため、補助金制度による市町村と交通事業者が協力して行うAIオンデマンド交通の先行モデルづくりや、交通事業者と連携した関西MaaSの取組など、スマートモビリティ事業を推進した。

さらに、令和４年度に整備した「大阪広域データ連携基盤（ORDEN※）」において、スーパーシティにおけるデータ連携等を行うためのシステムの活用に取り組むとともに、住民のQOL向上に資するデジタルサービスを提供するため、個人に合わせた最適な情報発信やオンラインによる行政手続き等を提供する広域総合ポータル「mydoor OSAKA(マイド・ア・おおさか)」を構築・運営するなど、将来の機能拡張を含めて検討を進めた。

※ ORDENとは・・・Osaka Regional Data Exchange Networkの頭文字。
（２）地域戦略推進課
大阪スマートシティパートナーズフォーラムにおいて、市町村課題の見える化、イベント開催、幅広い情報発信等により、公民連携による地域の課題解決に向けた取組を推進している。
加えて、大阪府内のシニア層を主な対象として、高齢者の生活を支援するサービスプラットフォームを公民連携で構築し、タブレット等のデジタル端末の活用により、行政と民間の様々なサービスをワンストップで提供するスマートシニアライフ事業の推進に取り組んだ。令和３年12月15日に大阪府と民間事業者からなる「大阪スマートシニアライフ実証事業推進協議会」を設立（会員及びパートナー数は26団体（29社）※令和６年３月31日現在）。タブレット貸出による実証事業を、第１期に引き続き、第２期として大阪市内の都市部において令和４年12月から同年５月に実施、第３期として大阪市阿倍野区・泉大津市で令和５年９月から令和６年２月に実施した。また、令和４年12月からは、LINE公式アカウントを作成し、より多くの高齢者にデジタルの利便性を感じてもらえるよう事業を推進している。

市町村のDXを推進するため、府内市町村のシステム標準化・ガバメントクラウド対応支援や大阪版自治体情報セキュリティクラウドの運用支援等を行った。さらに、デジタル人材シェアリング事業、アドバイザー事業及び補助金制度により市町村の取組を人材面・技術面、財政面から支援した。
大阪市町村スマートシティ推進連絡会議（GovTech大阪）において市町村間の情報共有等を図るとともに、市町村システム等の共同化を推進した。

３　特区推進課
国家戦略特区や総合特区、構造改革特区に関し、関係部局や国、関係自治体、大学、研究機関、企業、経済団体等、様々な関係者との調整を行った結果、区域計画の認定を受ける等、特区を通じた規制改革の取組みを推進した。

また、複数分野の先端的サービスの提供と大胆な規制改革等によって、未来の生活を先行実現する「大阪府・大阪市スーパーシティ構想」の実現に向け、大阪市とともに大学、企業及び経済団体等との連携・協議等に取り組み、大阪スーパーシティ全体計画を推進した。
４　行政ＤＸ企画課
府庁内のシステム最適化について庁内横断的な議論をより深化させるため、『システム種別タスクフォース』 を設置し、関係部局と検討を進めた。また、各部局におけるICT化の意向について調査し、個々の業務課題に対する解決策の提示や最適なツールの導入に向けた助言・提案等を実施した。加えて、各部局の情報システムを適正に管理し、システム導入における企画段階から予算要求、執行、運用に至るまでを支援するため、システムカルテの運用やシステム構築・運用のアドバイス、予算要求や調達仕様の確認等を実施した。
DX人材の育成については、デジタル技術やデータの活用により、住民の利便性向上や職員の業務効率化を図るため、業務のデジタル化や最適化を職員一人ひとりが自律的に着想・企画できるよう研修を実施した。

情報セキュリティ等に関する全庁的なルールや体制の整備、各所属に対する指導・助言、職員の意識向上に向けた研修等を実施した。
また、社会保障・税番号（マイナンバー）制度について、全庁で推進するための「マイナンバー制度連絡会議」をはじめ、庁内の総合調整と進捗管理に取り組むとともに、必要となるシステム整備に関して、国・市町村をはじめとする関係機関、とりわけ、マイナンバー情報総点検本部との連絡調整を実施した。

さらに、庁内生成AIの利用に関し、トライアルを実施し、利用する際のリスク及び留意点の整理、業務での利用に向けた効果や課題の検証等を実施した。

５　行政ＤＸ推進課
住民の利便性向上や業務の効率化に向けて、行政手続のオンライン化を推進するとともに、デジタルツールを活用し、各部局の業務課題の解決に取り組むなど、庁内における行政DXを推進した。さらに、職員端末機及び庁内ネットワーク環境の整備を行い、軽量で持ち運びしやすく、通信機能が内蔵された職員端末機の導入を行い、働き方改革の推進にも取り組んだ。
また、情報セキュリティ対策の実施など庁内情報通信基盤の適切な管理運用にも取り組んだ。


